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1. 本事業の背景と目的 

1-1. 背景 

 近年、気候変動対策として温室効果ガスの削減が求められている。IPCC(2007)によると、

人為起源の温室効果ガス排出量の約 2 割が森林減少・劣化等の土地利用変化によるものとさ

れている。こうした土地利用変化の主要な要因は、地域住民による焼畑農業や違法伐採、企

業による農園開発や鉱山開発などであるとされている。国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の

下では、途上国がこうした土地利用変化を抑制し森林保全を促進することに対してインセン

ティブを与える仕組みとして、REDD+と呼ばれる森林減少・劣化対策の検討が進められて

いる。 

 REDD+に関する国際交渉においては、森林炭素蓄積量のモニタリング・報告・検証(MRV)

や参照レベルの設定等の技術的な議論が先行していたが、COP16 以降はセーフガードとし

て生物多様性保全等に加えてガバナンスや地域住民の権利尊重など社会的側面についても議

論されるようになった。また、COP19 で採択された「REDD+のためのワルシャワ枠組み」

では森林減少・劣化要因への対策についても文書に盛り込まれた。この中では、生計活動が

森林減少・劣化の要因と関係していること、途上国が国家戦略や行動計画の下で対策をとる

ことが重要であること、各国の状況や能力に応じて対策方法が異なること等が指摘されてい

る。また、各国や民間部門等に森林減少・劣化要因への対策を奨励し、その作業結果を共有

することを求められている。 

 特に地域住民の生計活動が森林減少・劣化要因となっている場合の対策においては、その

要因を抑制し森林保全を促すため、地域住民に対する適切なインセンティブの付与が必要で

ある。実際に、先行的に取り組まれている REDD+プロジェクトにおいては、焼畑農業から

定地農業への転換など代替生計手段の提供や、高収量作物や家畜などによる生計向上プログ

ラムの導入が行われている。しかし、こうした現場レベルの要因対策の効果の分析は、デー

タ収集等に要する時間や作業量などのコストが大きいことに加え、標準的な分析手法の確立

がまだ進んでいないのが現状である。 

したがって、現場レベルで実施可能な、実践的かつ有効な情報収集・分析手法が求められ

る。これらの手法を提示することは、適切なインセンティブを付与するための要因対策を検

討するのに資するという点で、今後のプロジェクト立案実施の参考になると考えられる。 

 

1-2. 事業目的・事業内容 

 このような背景のもと、本事業では、途上国の実際のプロジェクトにおいて森林減少・劣

化を引き起こす要因や森林減少防止による機会費用の分析等を行うことを通して途上国やプ

ロジェクト事業者による REDD+の取り組みを支援することを目的として、以下の項目につ

いて実施した。 
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①途上国森林減少等要因影響分析調査事業委員会の開催 

②森林減少等要因、機会費用等の分析 

③プロジェクト事例の取りまとめ 

④報告書の作成 

 

1-3. 事業の実施手法 

 本事業の 4 項目の事業内容についてはそれぞれ以下のように事業を実施した。 

 

①途上国森林減少等要因影響分析調査事業委員会の開催 

 気候変動問題、森林減少・劣化問題、国際林業協力等、本事業に係る分野の有識者からな

る委員会を構成し、事業方針や分析手法などについて検討を行った。 

 

②森林減少等要因、機会費用等の分析 

 現在実施されている REDD+プロジェクトを対象として、森林減少・劣化の要因への対策

内容の把握と、それら対策の効果の分析を行った。 

文献調査によって、森林減少・劣化の要因への対策効果の分析手法を検討した。また、現

在実施されているプロジェクトの中から調査事例を選択し、プロジェクトレポートなど文献

調査によって森林減少・劣化等の要因を含むプロジェクト概要を把握し、現地調査によって

分析に必要なデータを収集した。 

また、その結果を踏まえ、機会費用および REDD+プロジェクトによる便益の比較分析に

関する簡易かつ有効な調査手法を検討した。 

 

③プロジェクト事例の取りまとめ 

 ②の文献調査・現地調査の結果をもとに、プロジェクト事例における森林減少・劣化の要

因や取組の概要、要因対策効果の分析結果などについて取りまとめた。 

 

④報告書の作成 

 ①～③での実施結果を取りまとめた報告書を作成した。 
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2. 委員会の開催 

2.1. 委員会の構成 

 

効果的・効率的な事業の実施を目的に、気候変動問題、森林減少・劣化問題、国際林業協力

や生物多様性、機会費用分析等に深い知見を有する、外部の有識者 5 名からなる途上国森林

減少等要因分析調査事業委員会を設置し、事業の実施方針、現地調査対象地の選定、調査項

目や手法の検討、調査結果の取りまとめ方針などについて検討を行った。委員会の構成は下

記の通りである。 

 

 井上 真  東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 

 香坂 玲  金沢大学 人間社会研究域 准教授 

 五関 一博 国際協力機構 地球環境部 技術審議役 

 坂上 雅治 日本福祉大学 健康科学部 教授 

 佐藤 裕隆 住友林業株式会社 環境・エネルギー部 グループマネージャー 

 

 委員会は 2014 年 8 月、2015 年 1 月の 2 回開催した。結果概要は以下の通りである。 

 

2.2. 第一回委員会 

2.2.1. 開催概要 

日時  平成 26 年 8 月 1 日（金） 10 時～12 時 

会場  公益財団法人 日中友好会館 第一会議室 

 東京都文京区後楽 1-5-3  

議題 ①事業概要説明 

②分析手法の検討状況 

③調査対象地候補 

④総合討論 

参加者  

 氏名 所属 

委員 井上   真 

香坂  玲 

五関 一博 

坂上 雅治 

箕浦 正広 

東京大学大学院 農学生命科学研究科 教授 

金沢大学 人間社会研究域 准教授 

（独）国際協力機構 地球環境部 技術審議役 

日本福祉大学 健康科学部 教授 

住友林業株式会社 環境・エネルギー部（佐藤 裕

隆委員代理） 

林野庁 川戸 英騎 

堀   正彦 

河内 清高 

林野庁計画課海外林業協力室 室長 

同 調査官 

同 国際森林減少対策調整官 
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事務局 佐々木 惠彦 

金澤 弘行 

太田 誠一 

石塚 森吉 

棚橋 雄平 

柴崎 一樹 

髙橋 芽衣 

公益財団法人 国際緑化推進センター 理事長 

同 専務理事 

同 技術顧問 

同 技術顧問 

同 研究員 

同 研究員 

同 研究員 

 

2.2.2. 主な議論内容 

 

議題１ 事業概要 

（イ）対策効果の分析 

■ ドライバーの把握について 

委員：「森林減少・劣化のドライバー」を新たに調査するのではなく、既存資料を活用し

ながらインセンティブの分析を行うのが事業の趣旨であり、タイトルもそれに合わせた

ほうが適正である。 

（ロ）情報共有について 

■ 情報共有をする相手について 

委員：情報共有の相手として、どのような地域、組織を想定しているのか。地域によっ

て土地の権利のあり方などが異なり、分析の際に考慮する社会経済的背景も異なること

が予想される。そのような点も踏まえつつ、情報共有の対象を考慮すべきである。 

事務局:今年度は東南アジアを調査対象地域と想定しており、情報共有の相手も東南アジ

アで REDD＋に関わっている政府担当者・事業者等になると考えている。次年度以降範囲

を広げる可能性もあり、その際はまた相談させていただきたい。 

（ハ）事業の成果 

■ 成果の公開方法について 

委員：成果のまとめ方、公開の仕方はどのように想定しているのか。それに向けた結果

の取りまとめ方をするのがよい。 

事務局：国際的動向、分析手法なども含めて事例をとりまとめたものを英語版で作成し、

ウェブなどで公開することを想定。具体的には改めて相談したい。 

■ 成果の使い方について 

委員：成果の使い方は REDD+の枠組みと関係するので、林野庁と協議しつつ検討すべき。 

委員：ドライバー対策とその効果を見える化することによって、途上国政府関係者やプ

ロジェクト事業者の理解も深まることを期待。現在は仮説にもとづいて事業を進めてい

る状況であり、仮説の検証でドライバー対策の効果が明らかになると事業者に役立つ。 
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議題２：分析手法の検討 

■ 機会費用の単位について 

委員： 機会費用は tC/ha 単位でも算出することが望ましい。カーボンあたりの機会費用

(USD/tC)を算出することによって、CO2 削減の限界費用と比較可能となり、REDD+事業実

施の経済的合理性を検討できる。 

■ 簡易なデータ収集法/調査法の開発 

委員：既存データと現地調査を組み合わせて、より簡易で使いやすい調査方法を検討す

るのがこの事業のポイント。データの信頼性にこだわり過ぎると調査が進められなくな

るので、実施可能な範囲を考慮しつつ調査項目を検討してほしい。 

■ データソースの信頼性 

委員：データソースとして調査対象プロジェクトの報告書もしくは統計データを用いる

ということだが、統計データの信頼性についてはどのように対処するのか。  

事務局：データの入手しやすいプロジェクトを対象として選択している。プロジェクト

報告書や既存の研究論文などからも情報収集する。 

■ 分析対象となるドライバー 

委員：森林減少・劣化のドライバーは、地域住民による生計活動だけでなく、砂漠化な

ども考えられる。 

事務局：本年度は、ドライバーとしての「地域住民による生計活動」に着目する予定で

あるが、今後企業によるドライバー等他の要因に着目することも検討したい。 

■ 複数のアクターのインセンティブ 

林野庁：我々が行動を変えてほしいと考えているアクターが本当に行動を変えてくれる

かが重要。特に、複数のアクターについて片方には利益があってももう片方には不利益

で行動が変わらないというケースもありうる。それぞれのアクターにとってのインセン

ティブを考慮する必要がある。 

■ 個別の確認事項について 

委員：NTFP は経済的・非経済的どちらなのか。自家消費、販売に関わらず、経済的便益

とカウントすることになるだろう。 

委員：ベトナムの PFES は森林所有者に支払われるので、非経済的便益ではなく経済的便

益として扱うべきである。 
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議題３：調査対象候補地 

ベトナム 

■ ベトナムの JICA プロジェクトについて 

委員：SUSFORM-NOW は中間レビューの際に立て付けを見なおして、別の JICA プロジェク

トで策定した省レベルの REDD+計画の実証プロジェクトという位置づけになっている。

また、事業実施体制としては基本的にはベトナムの中央・地方政府の取り組みを JICA

が支援するという形となっており、住友林業等の民間企業も入っている。また、JICA 事

業では FPIC でなく、地域住民のコンセンサスを得て進めている。 

  ■ ベトナムのドライバー 

委員：ベトナムのドライバーとなっている、商業作物栽培とはなにか。 

委員：JICA の開発調査の結果や、省レベルの REDD+計画では焼畑がドライバーとされて

おり、とうもろこし、キャッサバ、陸稲である。 

■ 住友林業のベトナムでの REDD+事業の取組 

委員：住友林業が実証事業をやっているので、その報告書を見れば参考になるだろう。

また、独自でアスクル等と実施している。 

インドネシア 

■ オイルパーム農園のアクターの類型化 

委員：オイルパームを作っているのは誰か確認が必要。政府もオイルパーム開発を進め

ており、企業や、企業と組んで植えている農民の行動を変えるのは難しいのでは。 

■ 企業からのデータ入手の困難さ 

委員：別の国で企業の取り組みの機会費用を計算しようとした際は、企業からデータを

得ることが難しかった。機会費用分析の実施可能性に留意すべき。 

共通事項 

■ プロジェクト情報の類型化 

委員：プロジェクト一覧の、特に対策に関する情報の欄にはレベル感が異なるものが混

ざっている。例えば、住民参加型管理から能力開発、ダム建設まで様々なものが含まれ

ている。レベル、方法論等分け、類型化したほうがよい。 

■ 森林便益 

委員：森林便益の生物多様性に関しては、名古屋議定書にも留意。現在、東南アジアで

はインドネシア、ベトナム、ミャンマーの 3 カ国が議定書を批准・受諾すると言ってお

り、調査国と重複している。 
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2.3. 第二回委員会 

2.3.1 開催概要 

 

日時  平成 27 年 1 月 16 日（金） 14 時～16 時 

会場  公益財団法人 日中友好会館 第一会議室 

 東京都文京区後楽 1-5-3  

議題 ①事業概要説明 

 ②分析手法 

 ③調査結果 

 ④考察 

 ⑤報告書の構成 

 ⑥総合討論 

参加者  

 氏名 所属 

委員 香坂  玲 

五関 一博 

坂上 雅治 

金沢大学 人間社会研究域 准教授 

（独）国際協力機構 地球環境部 技術審議役 

日本福祉大学 健康科学部 教授 

林野庁 川戸 英騎 

井上 泰子 

河内 清高 

林野庁計画課海外林業協力室 室長 

同 課長補佐 

同 国際森林減少対策調整官 

事務局 佐々木 惠彦 

金澤 弘行 

太田 誠一 

髙橋 芽衣 

公益財団法人 国際緑化推進センター 理事長 

同 専務理事 

同 技術顧問 

同 研究員 

 

2.3.2. 主な議論内容 

 

議題１ 文献調査 

■ 分析項目について 

委員：分析結果（具体的な数字など）、損益分岐点などの項目も追加するべき 

■ 文献による情報のまとめ方について 

委員：途上国政府や事業者の利用を意識し、文献のまとめ方について再検討が必要。「方

法論に関する文献」と「事例文献」に分け、「事例文献」については国/手法/結果に着目

しつつまとめるといい。特にプロジェクト事業者にとっては、プロジェクト規模、コス

ト規模などは有効な分類の指標となる可能性がある。 
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■ 文献の種類 

委員：現在の文献に加え、地域住民へのインパクト把握などを行っているプロジェクト

報告書（VCS、Plan Vivo など）をレビューすると、具体的な事例が収集でき有益。 

 

議題 2 調査手法 

■ 本事業の目的に沿ったデータの選択 

委員：本事業の目的は、試算結果を用いて、望ましいデータソースおよび分析式につい

て検討すること。今回の分析では、聞き取り調査によるデータの平均値を用いており、

試算結果が現実とかい離している部分もある。このような場合、より望ましいデータソ

ースとして、プロジェクトレポートによる値を用いることが提案できる。 

■ 各算出に用いる単価（Unit price）について 

委員：Unit price は市場状況に応じて大きく変動する場合もあり、論文などでは数年間

の平均値を用いて試算する場合がある 

■ 割引率の考慮 

委員：機会費用、プロジェクト便益ともに割引率を考慮すること 

■ 労働コストの考慮 

委員：費用なしとしている作物でも、実際には労働コストがかかっている。精度の高い

Net profit 算出の際には労働コストも考慮すべきではないか 

委員：機会費用分析では、労働投入量を考慮する場合としない場合の両方がありうる。

世帯ごとの機会費用を分析する場合、労働力＝世帯主であり外部からの労働投入がない

ため、労働力を考慮しないケースもある 

事務局：今回の事例では協働労働が行われる農作業があったものの、等価労働交換であ

るとみなして、労働コストについては考慮しないこととしたい。 

■ 家畜飼育に関するコストについて 

委員：現在の試算では、頭数に応じて飼料を消費することになっているが、実際には森

林から供給される飼料には上限があると考えられるので、供給の上限量を設定し試算し

たほうがより現実に即しているのでは。 

委員：一般的な community based project では、家畜のメンテナンス（注射、薬剤など）

についてもコストを考慮している。本事業の試算ではどのように扱う予定か。 

事務局：聞き取り調査の結果、各世帯へ家畜を分配する前にそのようなメンテナンスが

行われ、世帯では行わないことが明らかになった。そのため、分析には含まない。 

委員：考慮していることを示すため、計算式の中に変数として入れた上で、試算の際に

値をゼロとし、上記の情報を注記するのがよい。 
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■ ウシの便益の試算について 

委員：牛はすべて販売する想定になっているが、実際にはすべて売るわけではないはず

なので、それを念頭においた試算をすべき。 

事務局：販売の有無に関わらず、所有している資産を試算するため貨幣換算している。 

委員：毎年牛が生まれる想定となっているが、繁殖年齢などについても考慮すべき 

■ 試算の際のシミュレーションについて 

委員：試算に用いる値として、調査で得た値を用いる場合と、シミュレーション値を用

いる場合がありうるが、生存率、繁殖率、森林から調達する飼料の割合などの値によっ

て、試算結果の説得力や現実味が異なる。今回は現地調査で得た値を用いたことで現実

に即していない試算結果となっている。機会費用とプロジェクト便益の比較分析結果は

プロジェクト事業者の判断材料となるため、高い精度が求められる。 

事務局：シミュレーション値を適度に用いつつ、試算を行いたい。 
■ 森林便益の試算について 

事務局：今回の調査では、住民が森林便益を経済的便益として明確に把握していなかっ

たため、分析で得た森林便益の値が現実と食い違っている可能性がある。 

委員：カーボン価格について。ベトナムの事例では、プロジェクトの立てつけとして、

住民の森林保全へのインセンティブとカーボン価格は関連しないので、森林便益として

の試算に含める必要はない。ただし、投資者や政府の判断には密接に関連するため、カ

ーボン価格を便益に含めることが一般的である。 

 

議題 3：報告書の構成 

■ 分析手法の検討について 

委員：章立て案においては、「2. 機会費用の分析手法の比較」において文献レビューか

ら単一の分析手法を選択することになっているが、本事業の目的は分析手法を検討する

ことにある。2 章において複数の分析手法を示し、3 章においてそれぞれの手法の利点/

欠点について検討すべきではないか。 

事務局：そのように対応したい。 
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3. 森林減少・劣化等の対策による影響分析 

3-1. 概要 

森林減少・劣化等を引き起こす土地利用を抑制し森林保全を促進するような対策の影響と

して、土地利用抑制によって焼畑農業など従前の生計活動が制限されることによる影響（機

会費用、詳細については後述）、代替生計手段などプロジェクトによる収入増や森林便益など

便益増加について分析する。 

 森林減少等要因対策のインセンティブとして、経済的なインセンティブと非経済的なイン

センティブの２種類があると考えられる。適切な経済的インセンティブの分析については、

①プロジェクトが行われなかった場合の土地利用による収入（機会費用）と、②プロジェク

トによる収入および③経済的な森林便益を比較分析する。また、非経済的なインセンティブ

については、④森林保全によるその他の便益を用いて検討する。これらの結果を用いて森林

減少等の対策による効果について検討する（図 3-1）。 

 

 
図 3-1. 比較分析のイメージ図 

 

3-2. 機会費用分析手法の検討 

機会費用とは、ある行動を選択することで失われる利益のことである。したがって、本事

業における機会費用とは、REDD+プロジェクトによる土地利用の抑制（焼畑農業、オイル

パーム農園など）による利益である。 

例えば、焼畑農地に開墾予定である土地が、REDD+プロジェクトによって森林として維

持されたとき、機会費用はその土地から得られたであろう焼畑農業の正味現在価値(NPV: 

Net Present Value)である USD100/ha に等しい（図 3-3）。 

 

 

REDDプラスプロジェクト
による

機会費用 REDDプラスプロジェクト
による生計への正の影響

REDDプラスプロジェクト
による森林便益の増加分

?
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図 3-3. 機会費用の概念図 

 

REDD+プロジェクトにおける機会費用分析は、途上国政府によるプロジェクトへの経済

合理的な投資判断、プロジェクト事業者による経済合理的なステークホルダーへの補償金額

の試算や、地域社会の土地利用ニーズに基づいた効果的な対策立案など、様々な主体や目的

のために実施されている。また、目的によって、国・準国・プロジェクトなどの分析スケー

ルなど手法や分析データも異なる。そこで、本事業における機会費用分析の目的に従い適切

な手法を検討するため、文献レビューを行い複数の手法を選択する。現地調査で収集したデ

ータを用いた分析を行い、それらの結果を考察し適切な手法を提示する。 

 

3-2-1. 機会費用分析手法の比較 

本事業で用いる機会費用分析手法を検討するため、学術論文、国際機関によるマニュアル

や NGO 団体によるポリシーブリーフなど、幅広く文献レビューを行った。 

まず、背景として先行研究における機会費用分析の流れを把握したのち、本事業の目的に

沿った分析手法を検討する。その際、それぞれの手法の利点欠点を踏まえつつ、検討したい。 

 

機会費用分析トレンドの変遷 

2005 年の UNFCCC 第 11 回締約国会議（COP11）において、パプアニューギニアとコス

タリカによってはじめて REDD の概念が提案された。その後、2007 年にバリで開催された

COP13 では、REDD+が 2013 年以降の枠組み構築に関する検討課題とされた。これら国際

交渉の流れを受け、学術研究においても REDD+に関する議論が進んできている。 

 当初、REDD+に関する機会費用の議論は、費用分析がメインであった。Grieg-Gran（2006; 

2008）は、世界でも森林面積が大きい 8 カ国1を事例に、2010 年までに森林減少回避にかか

る機会費用を推定している。8 カ国で 2000 年～2005 年までに約 620 万 ha の森林が減少す

るという推定のもと、その防止にかかるコストは約 40 億ドルから約 80 億ドルと試算してい

る（Grieg-Gran, 2008）。この分析結果は、スターン報告書にも寄与している。また、CDM

植林からの流れを受け、炭素クレジット価格をもとにした費用便益分析も行われている

（Balmford et al, 2003：Naidoo et al, 2006：Borner, 2008）。 

                                                 
1 ボリビア、ブラジル、カメルーン、コンゴ民主共和国、ガーナ、インドネシア、マレーシア、

パプアニューギニア。 

土地収益：USD 100/ha
＝機会費用

焼畑地
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また、先述の通り、ステークホルダーに与える経済的な影響を明らかにし、経済的インセン

ティブの検討や補償額の算定にも用いられるようになった（Hunt, 2010：Karky et al, 

2010：Borrego et al, 2014）。コミュニティ単位の分析では、Karky ら（2010）2がネパール

のコミュニティフォレストリーを対象として分析を行い、森林管理および炭素計測にかかる

費用と炭素クレジットとの比較を行っている。併せて、3 つの管理シナリオに基づいて機会

費用分析を行っている。その結果、コミュティフォレストリーが実施主体となる REDD+プ

ロジェクトの場合は、住民が従前通り森林資源を利用する方法が最も経済性が高いというこ

とが明らかになった。一方、輸出用の木材伐採やオイルパームプランテーションなど大規模

商業プランテーションを対象とした分析では、Hunt（2010）はパプアニューギニアを事例

として、機会費用分析を行った。その結果、原木輸出の場合は 3.4 USD/tCO2 から

5.64USD/tCO2、オイルパームプランテーションが 40 USD/tCO2となっていた。これらの結

果は比較的安価であると考えられたが、REDD+実施による雇用機会の損失などの影響が含

まれておらず、様々な側面からの検討が必要であることが示唆された。 

 

このように、次第に、機会費用分析の限界も指摘されるようになった。機会費用分析は経

済的側面のみを対象としており、生態系サービスやガバナンスなど非経済的な影響は把握す

ることができない（World Bank, 2011）。Karsenty ら（2012）は、ガバナンスが弱い「脆弱

国家」では、機会費用が有効な投資判断材料ではないことを明らかにしている。例えば、脆

弱国家にとっては、機会費用に関わらず、現行制度を変えずに資金を手に入れることがイン

センティブとなることなどが予想される。また、Cerbu ら（2011）は、REDD+実施国にお

いて、その投資額と機会費用などの複数のファクターの関係を統計分析した結果、機会費用

は有意な投資判断になっていないということを示した。むしろ、先行の関連プロジェクトの

有無やカウンターパートの存在が投資判断に影響を与えていた。 

そこで、大規模農園や小規模農園などの土地利用形態（Borner et al, 2010）や政府や地域

住民などステークホルダーごと（Kremen et al, 2000）の算定、便益として森林火災の減少、

生物多様性保全なども含んだ試算（Nepstad et al, 2009）など、多様なシナリオに基づいた

機会費用分析が行われるようになった。例えば、ブラジルの PES 支払いを対象としている

Borner ら（2010）の分析では、土地所有面積が大きい世帯ほど機会費用が高く補償額が高

くなることが明らかになった。この結果は、もともと土地所有面積が多く裕福な世帯ほどよ

り多く補償を受け不公平に見える。しかし、実際には、PES による支払い額は土地所有面積

が大きい世帯ほど生態系サービスを壊す土地利用をしているため支払額が小さく、土地所有

面積が小さい世帯の方が多くなり、結果として公平となる。ただし、あいまいな土地所有権

などが PES 支払いの障害となっていることが指摘された。また、Nespad ら（2009）も、土

地所有権などの整理によって、森林保全の目標達成の可能性があがると結論づけている。こ

のように、機会費用分析の過程で、ガバナンスの改善点や補償が必要となるステークホルダ

                                                 
2 多くの REDD+に関する議論が森林からの土地転換を伴う森林減少について議論しているのに

対し、Karky（2010）は地域住民による森林資源の過剰利用による森林劣化について論じている

点で非常に特徴的である。 
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ーが明らかになるなど、効果的な計画立案が可能となっている（World Bank, 2011）。 

 

このように、機会費用分析は単純な費用分析や、経済的インセンティブや補償額の算出な

どの経済合理的な判断に加えて、近年では、REDD+事業におけるステークホルダーへの影

響など社会的側面も考慮し多様なシナリオに基づいた分析も行われている。このような背景

を踏まえつつ、各分析でどのような目的において、どのような分析式、シナリオ、分析デー

タが用いられているかを明らかにし、本事業で選択する分析手法について検討する。 

 

機会費用分析手法の検討 

 本事業でレビューした論文 27 本のうち、実際に分析式を用いて算出していたものは 15 本

であった。それぞれの分析における目的、シナリオ、分析に用いたデータについて次ページ

に一覧表に整理した（表 3-1）。 

 

先述の通り、REDD+プロジェクトにおける機会費用とは、プロジェクトによって抑制され

た土地利用による利益である。したがって、単位面積あたりの機会費用は、「各土地利用の純

収益」とその「土地利用面積」の除法で求められる。 

 

 

図 3-4. 機会費用算出のイメージ 

 

 

そのため、分析目的に関わらず、これら「土地利用面積の把握」と「土地利用による純収

益の算出」というステップが踏まれる（表 3－1）。さらに、「炭素蓄積量の把握」が行われる

場合もある。これによって機会費用を炭素量あたりで表わすことができ炭素クレジット価格

との比較が容易となり、プロジェクト実施における損益分岐点の判断などに用いることがで

きる。このステップを用いるかは、それぞれの分析目的による。例えば、炭素クレジット以

外の費用便益分析には用いられない。 

また、それぞれのステップにおけるデータソースは、分析スケールによって異なる。国/

準国レベルで分析する場合は、統計データや既存データなどマクロデータが用いられること

が多い。一方、プロジェクトレベルで分析する場合は、プロジェクトにおけるデータを収集

するため、聞き取り調査が行われることが多い。 

  

haあたりの
機会費用

面積
（ha）

純収益
（USD） /＝
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表 3-1. 参考文献の一覧表 
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表 3-1. 参考文献の一覧表（つづき） 
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表 3－1 を見ると、文献 1～5 ではシナリオ分析が行われていない。これらは現状に

対する経済合理的な判断を目的としており、その他の社会的背景を踏まえた分析は目

的ではないためである。ただし、文献 4 のインドネシアに関する論文では、労働投入

量や内部収益率などを分析のパラメータに含み、地域コミュニティによる多様な経済

的嗜好を考慮している点で特徴的である。その他、文献 6～15 ではシナリオ分析が行

われており、多様なデータや複雑な経済モデルを用いて REDD+プロジェクトによる

社会的影響についても考慮し、経済合理的な判断に加えて最適な森林管理方法などに

ついても検討している。例えば、文献 12 の Borner ら（2010）のブラジルを対象と

した分析では、機会費用分析結果、土地所有形態、土地利用区分などのデータを準国

レベルの地理データに落とし込み、それぞれの関係性について分析して対策立案にお

ける社会的な留意事項を示唆している。ただし、ブラジルではこれらのデータが既に

整備されているが、多くの REDD+実施国では入手が困難であると考えられ、同様の

手法をブラジル以外の国でとることは難しいと考えられる。 

 

このように、機会費用分析を行う際には、その目的やデータの入手可能性などに留

意しつつ分析手法を選択する必要がある。本事業の目的は、現状の森林減少・劣化対

策が適切な経済インセンティブを付与しているか分析することであり、その他の社会

的背景を踏まえた最適な対策について検討することではない。したがって、本事業で

はシナリオ分析を行わないこととする。また、現場での実用性に重点を置いており、

その点でも多大な時間やコストを要する複雑な分析は望ましくないと考えられる。 

 以上を踏まえて、本事業で実施する分析手法を下記の通りまとめた。 

 

表 3-2. 本事業の分析手法 

 本事業の手法 データソース 

分析スケール プロジェクト — 

目的 森林減少・劣化対策が適切な保全インセ

ンティブを付与しているか効果分析 

— 

分
析
ス
テ
ッ
プ 

土地利用面積 実施する 既存文献、聞き取り

土地純収益 実施する 既存文献、聞き取り

炭素蓄積量 プロジェクトにおいて炭素クレジット

の分配が行われている場合は把握する 

プロジェクト情報 

シナリオ分析 実施しない × 

期間 プロジェクト期間もしくは便益発生期

間 

プロジェクト情報 

割引率 調査対象国による 既存文献 
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3-2-2. 機会費用分析手法 

「土地利用面積の把握」「土地利用純収益の把握」について、それぞれの分析手順を示

したうえで、分析に必要なデータ、データ収集方法について整理する。また、架空の

事例を用いて、データ収集のための具体的な調査票事例を提示する。 

 

3-2-2-1. 土地利用面積の把握 

 この分析ステップでは、森林減少・劣化の要因となる土地利用を把握し、その面積

を把握する。具体的な手順は、調査対象地で REDD+プロジェクトが開始している場

合と開始していない場合で異なる。 

 

（1）分析手順 

① REDD+プロジェクトが開始している場合 

森林減少・劣化の要因となる土地利用 

 森林減少・劣化の要因となる土地利用はすでに特定されていると考えられるため、

プロジェクトによる情報を参照し、機会費用分析のために新たに要因分析を行う必

要はない。 

 

各土地利用面積の把握 

 プロジェクトによる情報など既存データがある場合は、それらを参照する。既存

データがない場合は、リモートセンシングデータ等を用いた解析、もしくは、聞き

取り調査などによって特定する。 

 

② REDD+プロジェクトが開始していない場合 

森林減少・劣化の要因となる土地利用 

 過去からのトレンドに基づいて、REDD+プロジェクトが実施されなかった場合

の土地利用面積変化を明らかにし、森林減少・劣化のドライバーとなる土地利用を

特定する。 

 農業センサスなど過去からのトレンドに関する既存情報がある場合は、それを用

いる。既存情報がない場合は、リモートセンシングデータ解析などを行う（World 

Bank, 2011）。ただし、このような解析は準国レベルなど、ある一定の面積がある

場合に用いられることが多い。プロジェクトレベルの分析では、各ステークホルダ

ーに対する聞き取り調査が行われる場合が多い（Merger et al, 2012: Terauchi et 

al,2014）。  

 

各土地利用面積の把握 

 過去からのトレンドから土地利用面積の拡大率を算出し、REDD+プロジェクト

がなかった場合の変化を試算する（図 3-5）。 
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図 3-5. 土地利用面積の把握 

 

（2）分析データ 

 各手順について、データ項目、収集方法、データソースは、下記の通りである。 

 ステップ データ項目 既存

情報

方法 データソース 

大項目 小項目 

①
開
始
し
て
い
る 

森林減少等

の要因把握 

森林減少・劣化の要因 

となる土地利用 

農作物の

種類 

○ 文献調査 プロジェクト情報 

土地利用面

積の変化 

各年の各土地利用面積 

（※数年毎でも可） 

各年の 

面積 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

各年の各土地利用面積 

（※数年毎でも可） 

× 過去のトレ

ンドから解

析 

リモートセンシング

データの解析、 

聞き取り調査 

②
開
始
し
て
い
な
い 

森林減少等

の要因把握 

各年の各土地利用面積 

（※数年毎でも可） 

農作物の

種類 

× 過去のトレ

ンドから解

析 

リモートセンシング

データの解析、 

聞き取り調査 面積 

土地利用面

積の変化 

各年の各土地利用面積 

（※数年毎でも可） 

面積の 

拡大率 

× 過去のトレ

ンドから拡

大率算出 

リモートセンシング

データの解析、 

聞き取り調査 

 

  

コーヒー
(10ha)

焼畑地
(20ha)

森林減少等の要因となる
土地利用の特定

オイル
パーム
(10ha)

拡大

REDD+事業がない場合の
土地利用シナリオの特定

Land use trajectory

森林減少の要因となる土地利用が、REDD+

事業がなかった場合にどのように変化する
か特定する
（複数ある場合もある）

プロジェクトエリア（60ha)

面
積

（
h
a
）

年

1 2 3 4 5               ・・・・・ 20
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（3）調査票の具体例 

 具体的には、次のような調査票を用いて現地調査を実施することができる。 

各作物の種類は調査対象地によって異なっていたが、森林区分は共通したものを用い

た。 

 

表 3-2. 各土地利用面積の変化に関する調査票 

Land Use Type 2000(ha) 2010(ha) 2014(ha) 
Upland Cultivation 
 Upland Rice   
 Coffee  
 Oil Palm   
Subtotal  
Forest Land  
 Rich Forest  
 Regeneration Forest  
 Plantation Forest  
Subtotal  

 

上記で得られたデータを、次のマトリックスに入力し、各土地利用間での面積の変遷

を分析し拡大率を算出する。 

 

表 3-3. 土地利用面積の変遷データマトリックスの調査票 

                           2000
2010 

UplandCultivation (ha) ForestLand (Protection Forest) (ha) 
Sub 

total 
Total

UplandRice Coffee Oil Palm Rich Forest
Regeneration 

Forest 

Plantation 

Forest   

Upland 

Cultivation 

Upland Rice             

  

  

Coffee             

Oil Palm             

ForestLand 

(Protection 

Forest) 

Rich Forest             

  
Regeneration             

Plantation  

Forest 
            

Subtotal   

Total  
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3-2-2-2. 土地利用純収益の把握 

（１）分析手順 

 土地利用による純収益は、便益と費用の差分であり、下記によって求められる。 

 

NR୧ ൌ B୧,୲ െ C୧,୲ 

 t   ： 年 

 i   ： 土地利用 i 

 NR୧ ： t 年における土地利用 i の純収益 

  B୧,୲ ： t 年における土地利用 i の便益 

  C୧,୲  ： t 年における土地利用 i の費用 

 

（２）分析データ 

 各手順について、データ項目、収集方法、データソースは、下記の通りである。 

 

ステップ データ項目 既存

情報

方法 データソース 

大項

目 

小項目 

土地利用 

純収益の 

把握 

B୧,୲ 単位面積あた

りの生産性 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスな

ど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスな

ど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ（キーパーソン） 

C୧,୲ 種類の把握 

（例：肥料） 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスな

ど 

× 聞き取り調査 プロジェクト事業者、地域コミュテ

ィ（キーパーソン） 

使用量 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスな

ど 

× 聞き取り調査 プロジェクト事業者、地域コミュテ

ィ（キーパーソン） 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスな

ど 

× 聞き取り調査 プロジェクト事業者、地域コミュテ

ィ（キーパーソン） 
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（3）調査票の具体例 

 具体的には、次のような調査票を用いて現地調査を実施することができる。通貨な

ど単位は調査対象国/地域によって、適切なものを用いる必要がある。 

 

 各土地利用の生産性および単価を把握した後、それぞれの収益を算出した。それら

を土地利用面積で割り、単位面積あたりの収益を算出した。 

 

表 3-4. 	B୧,୲（便益）に関する調査票 

Type Productivity Selling Price Total Revenue Revenue/ha/year 

Upland Rice  t/ha USD/kg USD USD/ha 
Coffee  t/ha  USD/kg USD USD/ha 
Oil palm  t/ha  USD/kg USD USD/ha 

 

 C୧,୲（費用）については、肥料や殺虫剤などについて、年間使用量と単価について聞

き取りを行い年間の費用を算出した。それらを土地使用面積で割り、単位面積あたり

の費用を算出した。 

 

表 3-5. 	C୧,୲（費用）に関する調査票（Corn の場合） 

 Type 
  

Corn 
Quantity Unit Price Total Cost Cost/ha/year 

Seed kg/ha USD/kg  USD  USD/ha 
Fertilizer kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
Pesticide  kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
Herbicide kg/ha/year  USD/ha  USD  USD/ha 
Labor days/ha  USD/day  USD  USD/ha 
※ 対象となる作物すべてについて把握する 

 

以上の算出結果に基づき、それぞれのNR୧を算出した。 

 

表 3-6.  NR୧の算出に関する調査票 

Type Benefit/ha Cost/ha Net Revenue 

Upland Rice  USD/ha USD/ha USD/ha 
Coffee  USD/ha  USD/ha USD/ha 
Oil palm  USD/ha  USD/ha USD/ha 
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3-2-2-3.機会費用の算出 

（1）分析ステップ 

機会費用は、ある土地利用の単位面積あたりの正味現在価値（Net Present Value: 

NPV）によって表わされ、下記の式によって求められる。 

 

NPV୧,୲ ൌ

൫B୧,୲ െ C୧,୲൯
ha୧,୲
൘

ሺ1 ൅ rሻ୲
 

t ： 年 

i ： 土地利用 i 

 B୧,୲ ： t 年における土地利用 i の便益 

 C୧,୲ ： t 年における土地利用 i の費用 

 ha୧,୲ ： t 年における土地利用 i の面積 

  r ： 割引率 

 

 異なる土地利用間や森林保全便益との比較分析を可能にするため、機会費用は単位

面積あたりの値を算出することとする。また、割引率については既存文献の値を参照

する。 

 

図 3-6. 機会費用分析 

 

 

 

 

  

各土地利用における
純収益の把握

機会費用（NPV）の算出

収
益

費
用

純
収
益

Bi,t Ci,t

Bi,t‐Ci,t t  ： 年
i ： 土地利用i
B_(i,t) ： t年における土地利用iの便益
C_(i,t) ： t年における土地利用iの費用
ha_(i,t) ： t年における土地利用iの面積
r    ： 割引率
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（2）分析データ 

 各手順について、データ項目、収集方法、データソースは、下記の通りである。 

 

手順 データ

項目 

既存情報 方法 データソース 

機会費用

の算出 

t ○ 文献調査 プロジェクト情報 

r ○ 文献調査 先行研究など 

 

3-2-2-4. 機会費用分析の具体例 

例えば、あるプロジェクトにおける焼畑、コーヒー、オイルパームの機会費用につ

いて、t=10 年（期間）、r＝10％（割引率）、各土地利用による単位面積あたりの純収

益(
൫B୧,୲ െ C୧,୲൯

ha୧
൘ )が表 3-2 の様な値となった場合について算出する。 

 

表 3-7. 各土地利用の単位面積あたりの純収益（USD/ha） 

year           
Crop 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
Upland Rice 58 58 58 0 0 0 -100 58 58 58 
Coffee 70 70 70 70 70 70 70 0 0 0 
Oil Palm -200 -50 -50 100 100 100 100 100 100 100 

 

この場合、それぞれの機会費用の 1～10 年までの合計は次の通り算出される。 

NPV୙ୖ ൌ
58

1 ൅ 0.1
൅

58
ሺ1 ൅ 0.1ሻଶ

൅
58

ሺ1 ൅ 0.1ሻଷ
൅

0
ሺ1 ൅ 0.1ሻସ

൅
0

ሺ1 ൅ 0.1ሻହ
൅

0
ሺ1 ൅ 0.1ሻ଺

൅
െ100

ሺ1 ൅ 0.1ሻ଻
൅

58
ሺ1 ൅ 0.1ሻ଼

൅
58

ሺ1 ൅ 0.1ሻଽ
൅

58
ሺ1 ൅ 0.1ሻଵ଴

ൌ 167USD
haൗ  

 	

NPVେ୭୤୤ୣୣ ൌ
70

1 ൅ 0.1
൅

70
ሺ1 ൅ 0.1ሻଶ

൅
70

ሺ1 ൅ 0.1ሻଷ
൅

70
ሺ1 ൅ 0.1ሻସ

൅
70

ሺ1 ൅ 0.1ሻହ
൅

70
ሺ1 ൅ 0.1ሻ଺

൅
70

ሺ1 ൅ 0.1ሻ଻
൅

0
ሺ1 ൅ 0.1ሻ଼

൅
0

ሺ1 ൅ 0.1ሻଽ
൅

0
ሺ1 ൅ 0.1ሻଵ଴

ൌ 341USD
haൗ  

 

NPV୓୧୪	୔ୟ୪୫ ൌ
െ200
1 ൅ 0.1

൅
െ50

ሺ1 ൅ 0.1ሻଶ
൅

െ50
ሺ1 ൅ 0.1ሻଷ

൅
100

ሺ1 ൅ 0.1ሻସ
൅

100
ሺ1 ൅ 0.1ሻହ

൅
100

ሺ1 ൅ 0.1ሻ଺

൅
100

ሺ1 ൅ 0.1ሻ଻
൅

100
ሺ1 ൅ 0.1ሻ଼

൅
100

ሺ1 ൅ 0.1ሻଽ
൅

100
ሺ1 ൅ 0.1ሻଵ଴

ൌ 105USD
haൗ  
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3-2-3. 小括：機会費用分析 

 以上より、機会費用分析のステップについて、下記の通りまとめる。 

 機会費用分析には 2 ステップがある。それぞれの分析手法に必要となるデータにつ

いては、プロジェクトに既存データがあればそれを用い、既存データがない場合は聞

き取り調査によりデータを収集する。 

 

表 3-8. 機会費用分析ステップ 

ステップ データ項目 既存

情報

方法 データソース 

大項目 小項目 

開
始
し
て
い
る 

森林減少・劣化の

要因の把握 

森林減少・劣

化の要因とな

る土地利用 

農作物の種類 ○ 文献調査 プロジェクト情報 

土地利用面積の

変化 

各年の各土地

利用面積 

各年の面積 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業

センサスなど 

各年の各土地

利用面積 

× 過去のトレンドか

ら解析 

リモートセンシングデー

タの解析、聞き取り調査

開
始
し
て
い
な
い 

森林減少・劣化の

要因 

各年の各土地

利用面積 

農作物の種類 × 過去のトレンドか

ら解析 

リモートセンシングデー

タの解析、聞き取り調査面積 

土地利用面積の

変化 

各年の各土地

利用面積 

面積の拡大率 × 過去のトレンドか

ら拡大率算出 

リモートセンシングデー

タの解析、聞き取り調査

土地利用純収益の把

握 

B୧,୲ 単位面積あ

たりの生産

性 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

C୧,୲ 種類の把握 

（例：肥料）

○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

使用量 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農

業センサスなど 

× 聞き取り調査 地域コミュティ 
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3-3. プロジェクトによる経済的便益分析手法の検討 

 REDD+プロジェクトによる経済的便益とは、②プロジェクト便益および③経済的

な森林便益を指す。REDD+プロジェクトのなかには、森林減少・劣化要因となる土

地利用（焼畑農業など）への対策として、換金作物栽培などの代替生計手段の導入や

家畜飼育などの生計向上プログラムを実施しているものがあり、それらプログラムに

よる収入増加分を②プロジェクト便益とする。一方、③経済的な森林便益とは、薪炭

材採集や住宅用建材など林産物の利用による経済的価値に換算可能な便益のことであ

る。 

 

3-3-1. プロジェクト便益 

（1）分析ステップ 

 3-2-2 で検討した機会費用分析手法における NPV 算出方法を援用する。 

 

NPV୧,୲ ൌ

൫B୧,୲ െ C୧,୲൯
ha୧,୲
൘

ሺ1 ൅ rሻ୲
 

t ： 年 

i ：  プログラム i 

 B୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の便益 

 C୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の費用 

 ha୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の面積 

  r ： 割引率 
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（２）分析データ 

 各手順について、データ項目、収集方法、データソースは、下記の通りである。 

 

ステップ データ項目 既存

情報

方法 データソース 

大項目 小項目 

プロジェク

ト便益 

B୧,୲ 便益の種類 ○ 文献調査 プロジェクト情報 

単位面積あたり

の生産性 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスなど

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスなど

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

C୧,୲ 種類の把握 

（例：肥料） 

○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスなど

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

使用量 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスなど

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

単価 ○ 文献調査 プロジェクト情報、農業センサスなど

× 聞き取り調査 地域コミュティ 

 t ○ 文献調査 プロジェクト情報 

r ○ 文献調査 先行研究など 

 

（3）調査票の具体例 

 具体的には、次のような調査票を用いて現地調査を実施することができる。費用の

項目はプログラム内容によって異なることに留意する必要がある。 

 

 家畜プログラムなど将来的なプロジェクト便益が変化する場合には、将来的な頭数

を繁殖率および生存率に用いて算出し必要がある。それらに関する既存情報我ない場

合は、現地調査で繁殖した頭数や生存数についても聞き取る必要がある。 

 

表 3-9. プロジェクト便益に関する調査票 

Type Initial Input Delivery Number 
or Unit Weight 

Survival 
Rate Unit Price 

cow head baby/head  USD/head

pig head baby/head  USD/head
chicken head   baby/head  USD/head
fish fingerlings kg/fish  USD/kg
reforestation ha m3 / ha  USD/ha
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 また、費用もプログラムの内容によって異なるため、それぞれに適切な調査票を設

定し、データ収集を行う必要がある。 

 

表 3-10. 	C୧,୲（費用）に関する調査票（家畜の場合） 

 Type 
  

Cow 
Quantity Unit Price Total Cost Cost/ha/year 

Fodder kg/ha USD/kg  USD  USD/ha 
Medicine kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
AI  kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
Facility Cost kg/ha/year  USD/ha  USD  USD/ha 
Labor days/ha  USD/day  USD  USD/ha 

 

 

表 3-11. 	C୧,୲（費用）に関する調査票（作物の場合） 

 Type 
  

Reforestation 
Quantity Unit Price Total Cost Cost/ha/year 

Seed kg/ha USD/kg  USD  USD/ha 
Fertilizer kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
Pesticide  kg/ha/year  USD/ha/year  USD  USD/ha 
Herbicide kg/ha/year  USD/ha  USD  USD/ha 
Labor days/ha  USD/day  USD  USD/ha 
  

 以上で得られたデータを次のマトリックスに入力し、各プログラムによる単位面積

あたりの純収益を算出する。単位面積あたりの算出に用いる面積は、プロジェクト面

積となる。 
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表 3-12. プロジェクト便益の算出マトリックスの事例（プロジェクト期間：10 年） 

  

Pig Fish Reforestation Total per Hectare 
Head USD Head Kg USD USD USD USD/ha 

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

10 
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3-3-2. 経済的な森林便益 

 本事業では、経済的な森林便益として林産物の利用について把握する。薪炭材や薬

用植物、住宅用建材など様々な林産物が想定されるが、本事業では市場価値が明らか

なもののみを対象とする。これら森林利用に関するデータは、社会セーフガードへの

対処から、プロジェクトで把握している可能性がある。そのような既存データがある

場合は活用し、既存データがない場合は聞き取り調査を実施する。聞き取り調査では、

利用する林産物の種類、利用量、市場価格などについてデータ収集をする。各項目や

単位などはプロジェクトによって適宜変更される。 

（1）分析ステップ 

 3-2-2 で検討した機会費用分析手法における NPV 算出方法を援用する。 

NPV୧,୲ ൌ

൫B୧,୲ െ C୧,୲൯
ha୧,୲
൘

ሺ1 ൅ rሻ୲
 

t ： 年 

i ：  プログラム i 

 B୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の便益 

 C୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の費用 

 ha୧,୲ ： t 年におけるプログラム i の面積 

  r ： 割引率 

 

（２）分析データ 

 既存情報がない場合の、データ項目、収集方法、データソースは下記の通りである。 

 

ステップ データ項目 具体例 

大項目 小項目 

プロジェクト便益 B୧,୲ 便益の種類 住宅建材、薪炭材など 

消費量 毎日消費するもの（薪炭材など）：1日あたりの消費量 

毎日消費しないもの（建材など）：1村、1年あたりの消費量など 

単価 — 

C୧,୲ 種類の把握 労働力 

使用量 — 

単価 — 

t 文献調査 

r 文献調査 
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（3）調査票の具体例 

 具体的には、次のような調査票を用いて現地調査を実施することができる。費用の

項目はプログラム内容によって異なることに留意する必要がある。 

 

表 3-13 経済的な森林便益 

 Forest 

Benefit 

Consumption 

(/day/hh) 

Proportion 

From forest 
Subtotal (from forest) 

Unit Price Total Benefit 

Timber     m3/village/yr  USD/m3  USD 

Firewood kg/day/hh kg/yr  USD/kg  USD 

Vegetable VND/HH/day kg/yr  USD/kg  USD 

Fodder kg/head/month kg/yr  USD/kg  USD 

PFES ha          USD 

 Total  USD 

 

3-3-3. 非経済的な森林便益 

 また、森林保全インセンティブは経済的なものに限らない。森林にはアニミズム信

仰などの文化的価値や水源涵養、生物多様性などの生態系サービスなどもあると考え

られる。そこで、そのような非経済的な森林便益の有無や価値について聞き取り調査

を実施し把握する。 
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